
政治経済学・経済史学会 倫理規定 
 

第⼀条（⽬的）本規定は、倫理憲章違反の申⽴を受けた際に、本学会として取るべき公正な 
対応を定めることを⽬的とする。 

第⼆条（倫理委員会での検討と理事会への報告）倫理委員会は、倫理憲章違反の申⽴を受け 
た際には、その内容が倫理憲章第⼋条に定める対象と合致していることを確認した 
上で、理事会に報告する。 

第三条（理事会による申⽴の採否の判断と調査委員会の設置）理事会は、倫理憲章違反の申 
⽴を受けた場合には、調査委員会を設置することができる。理事代表は理事の中か 
ら調査委員⻑を指名し、調査委員⻑は事案に応じて専⾨分野、権⼒関係・利害関係、 
性別などに配慮して会員の中から委員を指名する。理事代表が被申⽴⼈となった場 

合は、理事代表以外の倫理委員が合議の上で調査委員⻑を指名する。 
第四条（調査委員会の開催）調査委員会は、申⽴⼈の主張を精査し、被申⽴⼈に反論の機会 

を供した上で、倫理憲章違反の事実の有無を理事会に報告する。 
第五条（理事会の判断と罰則）理事会は、調査委員会の報告に基づき、倫理憲章違反の事実 

が認められると判断される場合には、被申⽴⼈に対して注意または戒告の罰則を加 
えることができる。調査の結果、違反⾏為の事実が存在せず、かつ訴えが悪意によ 
るものであることが判明した場合には、申⽴⼈に対して注意または戒告を加えるこ 
とができる。戒告の場合には、会員の権利擁護に配慮し、理事会で慎重に検討した 
上で、会員資格の⼀時停⽌を課すことができる。 

第六条（異議申⽴）倫理憲章違反が認定された会員もしくは⾮会員は、理事会の判断に不服 
のある場合には、⼀ヶ⽉以内に異議申⽴を⾏うことができる。異議申⽴のあった場 
合には、理事会は速やかに再調査を⾏うものとする。 

第七条（守秘義務）倫理憲章違反の申⽴に関して、倫理委員会委員、調査委員会委員、およ 
び理事会構成員は、調査および審理により知り得た秘密を漏らしてはならない。    

第⼋条（結果の開⽰）倫理憲章違反に関わる理事会の判断は、申⽴⼈・被申⽴⼈に通知する 
とともに、必要に応じて会員・⾮会員に周知することができる。 

 
付則１ 本規定は、総会での承認を経て 2021 年 11 ⽉１⽇より施⾏する。 
付則２ 本規定の改訂は、理事会の過半数による承認を必要とする。 
付帯条項：本規定の施⾏以前の会誌・⼤会等に遡って本規定を適⽤することはしない。 
 

以上 


